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1　泰阜村と「関係人口」
　長野県の南部に位置する小さな山村、泰阜
村。「やすおか」村と読みますので、名前だけ
でも覚えていただけたら幸いです。
　人口は約1,500人です。高齢化率の上昇は、
2010年代に40%ほどで止まりました。2060年
には人口が半減するものの、年少人口、生産
年齢人口、老年人口は1：5：4で概ね変わらず
推移する予測です。社会増減はほぼ均衡して
います。
　泰阜村はこれまでいくつもの先進的な取り
組みを行ってきた大変面白い村です。例えば、
2004年に全国で初めて生まれた「ふるさと思
いやり基金条例」。これは、2008年に総務省の

「ふるさと納税」として全国に広まりました。
基金の使い道は、①老朽化した学校美術館の
修復、②在宅福祉の維持向上、③自然エネル
ギーの活用―の３つです。
　学校美術館は、世界恐慌下（1930年）に寄
付によって作られた小学校付属の美術館のこ
とで、「経済的に苦しくても心まで貧しくなる
な」という意味の「貧

ひん

すれど貪
どん

せず」の理念は、
今でも村民に継承されています。泰阜村は在
宅福祉の全国的な先進地です。基金を活用し、
障害者が旅行に行けるよう「車いす空を飛ぶ」
という事業も行いました。自然エネルギーに
ついては、村内のガソリンスタンドに「薪ス
タンド」を作ったり、薪ストーブの導入に補
助金を出したりしています。
　「寄付者の純粋な想いを大切にしたい」とい
う制度開始当時の理念を継承し、今でも返礼
品を置いていません。寄付額や件数だけ見る
と、他自治体より少ないですが、泰阜村が全
国的な潮流を追わないのは、「都会を追随しな
い」という地域づくりの基本姿勢によるもの
です。

　今日の泰阜村の「関係人口」は、これまで
の様々な積み重ねによって築いた関係性を「関
係人口」として再定義したものです。本稿で
は、泰阜村の「関係人口」事業と、自治体と

「関係人口」の関係に関する知見について概説
します。

2　自然教育のメッカ
　泰阜村の「関係人口」の核となっているの
は、実は行政ではありません。NPO法人グリー
ンウッド自然体験教育センター、通称「グリー
ンウッド」です。山村留学や野外キャンプ事
業を推進する団体で、始まりは1986年にさか
のぼります。グリーンウッドの活動には、小
田切氏（2014）が提唱する地域づくりのプロ
セスが含まれており、地域づくりや「関係人口」
の軸になっています。
　山村留学事業、通称「だいだらぼっち」には、
小学校４年生から中学校３年生まで年間20人
程度が参加します。両親含め30年間を積算す
るとその規模はのべ1,800人です。夏と冬の野
外キャンプ事業「山賊キャンプ」（図１）は年
間のべ1,000人の子どもたちと400人のボラン
ティアが集まり、４割近くがリピーターです。
自然教育のノウハウなどの視察や講演に年間
約3,500人が参加しています。この一人一人が
泰阜村の「関係人口」となり得る人たちです。
　人気の秘訣は、子どもたちの自主性の尊重
と、地域との関わりにあります。
　山村留学にもキャンプにも、決まったプロ
グラムはありません。プログラムは、子ども
たちの話し合いの末に決まります。スタッフ
である大人たちはそのサポートをします。こ
のわくわくするような経験は、子どもたちが
大人になっても心に残ります。そして、ボラ
ンティアや移住者、「関係人口」として戻って

山村留学からはじまる「関係人口」
づくり～自治体職員による自治体職員のため
の概説～ 長野県泰阜村総務課企画財政係 主任主事

山崎 笙吾

特集／研修紹介 研修 1 関係人口の創出・拡大



16	 国際文化研修2021夏　vol. 112

山
村
留
学
か
ら
は
じ
ま
る
「
関
係
人
口
」
づ
く
り

～
自
治
体
職
員
に
よ
る
自
治
体
職
員
の
た
め
の
概
説
～

	 国際文化研修2021夏　vol. 112 17

特
集
／
研
修
紹
介

きます。さらにその子どもたちを連れてくる
こともあり、新たな世代に受け継がれていき
ます。
　子どもたちが消費する農産物は、村内の農
家が契約栽培しています。村民が野菜や米、
シカの肉などを直接持参することもあり、子
どもたちと村民のコミュニケーションが生ま
れました。子どもたちは喜び、村民を尊敬し
ます。スタッフと村民が協働して子どもたち
を地域で育て上げる中で、村民は自然と自分
たちの村と向き合い、都市的・経済的な幸福
をうらやむだけでなく、暮らしの中にある価
値基準を見出してきました。この価値基準に
より村に誇りを持ち、「関係人口」を快く受け
入れるだけでなく自分たちの子や孫にも村の
暮らしを勧め、よりよい村にしていこうとい
う取り組みにもつながっています。

3　行政の理解と俯瞰的視座
　山村留学の関係者も含め、現在の泰阜村に
は内外に「村をよくしていきたい」と考え行
動する人がたくさんいます。「関係人口」もそ
の一部です。しかし他自治体からは「『関係人
口』の定義がわからずどう取り組んだらいい
かわからない」という声も聞かれます。地方
自治体は施策や予算の中で「関係人口」をど
う位置付けたらいいのでしょうか。
　地方自治体の大義は、「住民の福祉の増進」
です。この大義と「関係人口」をつなげるも
のは、担い手対策としてのロジックです。地
方部では、極度の担い手不足は道路や施設等
の管理不全、生活困難者や災害の発生等につ
ながります。実際には公助の拡大により補う

ものの、財政的にもマンパワー的にも限界が
あります。そのため全国で移住定住施策が推
進されていますが、少なくとも泰阜村では、
移住誘致は頭打ちに来ています。
　泰阜村の移住希望者は、人口規模から考え
ると多い方です。村としても来ていただきた
いのですが、村には民間の不動産業者はなく、
紹介できる空き家もわずか。村営住宅は常に
ほぼ満室です。そのため、量的目標を置かず、
移住者でも「関係人口」でも、一人でも二人
でもいいので一緒に地域のことに取り組んで
くれる仲間を探しています。
　筆者は、地域に流入する人材を、軸足（活
動拠点）と行動原理によって４つに整理して
います（図２）。第１象限は観光客や交流人口、
第２象限が「関係人口」、第３象限がＵターン
や社会参画タイプの移住者、二拠点居住者で
す。第４象限の悠々自適タイプの移住者など
は、地域活動に消極的なフリーライダー予備
軍です。このうち第２、３象限の人たちが地
域の担い手として活躍が期待できる人材です。
　定義があいまいな「関係人口」は、さらに
目的や活動内容、熱量、関わる地域の数など
多様な類型ができます。この多様性が「関係
人口」の面白い部分ですが、それだけに地域
側には多様な受け皿と柔軟な対応が求められ
ます。
　泰阜村の「関係人口」の受け皿は、大きく
３パターンあります（図３）。公的で気軽に参
画できるものの動機付けとしては弱くなりが
ちな「行政」、経常的な「かかわりしろ（関わ
りの余地）」が多く「関係人口」の創出がうま
い「民間（NPO）」、強度の動機付けにつなが
るものの臨時的な「かかわりしろ」となる「個
人」です。こうした体制を地域の実情に応じ
て整備することで、「関係人口」を担い手とし
て育てていくことができます。
　「関係人口」の「関係」は、「人間関係」の

「関係」として理解するとわかりやすくなりま
す。ここには誰々さんがいるから会いに行こ
う、誰々さんにお世話になったから恩返しが
したい、そうした個人的な動機によって地域
に繰り返し関わり、他の地域住民と人間関係
を構築していくことで動機が強まります。前
段で行政は「動機付けとしては弱くなりがち」

図１　1,000人の子どもが集う「山賊キャンプ」事業
〈NPO法人グリーンウッド自然体験教育センター提供〉
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と書いたのは、短期間で人事異動があるため
です。行政はあくまでも外部から見つけやす
い入り口であり、「関係人口」という概念や存
在を住民に理解してもらうための支援が主な
仕事です。
　受け皿となる民間団体や住民との連携は、
日常業務の中で確立します。連携のプロセス
で地域磨きも協働もでき、コンテンツも充実
します。そして「関係人口」を今あるコンテ
ンツに織り込めば、「関係人口事業」が一本で
きあがりです。

4　「関係人口」の注意点
　実際に「関係人口」事業を推進するにあたっ
て、気を付けなければならないのは、①政策
概念と人間関係の分離、②概念によるミスリー
ド、③地域間における囚人のジレンマ―の
３点です。
　まず①ですが、政策概念的な「関係人口」
は言い換えると外部人材であり、行政にとっ
て都合のいい存在です。だからこそ、一人一

人丁寧に人間関係を築く必要があります。
　②は、２つあります。まず、普通は人口と
言うと数が数えられる概念ですが「関係人口」
にはそれができません。どうしてもKPI（重要
業績評価指標）を作らなければならないときは、
事業実施回数など、担当者レベルでハンドリ
ングできる数値にしておくのが無難です。
　また、「関係人口」は交流人口や移住人口と
は関わりの性質が異なります。移住につなが
る人もゼロではないですが、移住は極めて一
面的な事象として認識すべきです。自治体と
しては、「関係人口」のままいかに長く深く協
働できるかを考えた方が有効です。
　③について、囚人のジレンマとは、協力し
合えれば全体の総利益が最大になる環境でも、
協力しない者がより多くの利益を得る場合、
誰も協力しなくなるというメソッドです。「関
係人口」のメリットの一つは人材シェアリン
グです。同じ人が、複数の地域の担い手にな
れます。しかし、例えばある自治体が「謝礼
をたくさん出すからもっと来てほしい」と言っ

関係人口 観光・別荘
交流人口

移住・二拠点居住
（Uターン・

社会参画タイプ）

移住・二拠点居住
（定年帰農・

悠々自適タイプ）

地域外に軸足

地域内に軸足

利己的志向
（遊び・観光型）

利他的志向
（地域貢献・
社会参画型）

担い手候補物理的距離

心理的距離

遠

遠

近

近

図２　地域流入人材類型から見る「関係人口」の立ち位置〈筆者作成〉

関係人口

行政

個人民間

l 関係案内所（公的）
l 関係人口の拡大
l 軽度の動機付けの創出

l 関係案内所（民間）
l 関係人口の創出
l 経常的な「かかわりしろ」の創出
l 組織的な関係人口の受け皿
l 中度の動機付けの創出

l 臨時的な「関わりしろ」の創出
l 個人的な関係人口の受け皿
l 強度の動機づけの創出

図３　各主体の受け皿としての得意分野と連携〈筆者作成〉
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たら、他の自治体に行かなくなる人もいるか
もしれません。これではメリットを生かせず
地方全体へのダメージになりかねません。ま
た、人間関係の構築という意味でも危険です。
遠方から遊びに来てくれた友人に「よく来た
ね」とお金を渡すようなもので、かえって足
が遠のいたり、金の切れ目が縁の切れ目になっ
たりしかねません。
　過去を顧みると、わずかなパイを奪い合う
競争は、リソースが少ない自治体がほぼ負け
ます。リソースの総量で比べると、人口や経
済規模が比較的大きい都市部の自治体が優位
となるためです。だからこそ、地方同士でしっ
かり情報交換し、認識を共有し、協力し合っ
ていく必要があります。

5　新たな取り組み
　いま、新型コロナウイルスの影響で「山賊
キャンプ」事業などができずグリーンウッド
は危機に瀕しています。「関係人口」事業もイ
ベントも思うようにできず、地方と都市、地
方と地方の分断は深まっています。このよう
な時こそ、地方同士が協力し合う必要性が高
まっています。
　2019年には、「関係人口」の人々に村にもっ
と関わってもらうべく「泰阜COHOs」という
仕組みを立ち上げました。泰阜村には山村留
学関係者や「ふるさと思いやり基金」寄付者
のほかにも、緑のふるさと協力隊（NPO法人
地球緑化センター事業）経験者や、村人会会
員、大学生など様々な「関係人口」がいます。
この人たちに一斉に情報を届ける仕組みです。
　届ける情報は、地域活動の手伝い募集やイ
ベントのお知らせです。受け取った「泰阜
COHOs」会員は、情報に合わせて自分に今で
きることをやります。何もできることがなく
ても、心を寄せておくことができます。この
仕組みは、双方のヒアリングの結果から導き
出されたものです。村民は「関係人口」とな
る人々に「もっと関わってほしい」「繰り返し
来てほしい」と思っていました。一方で「関
係人口」は「村に関わりたいがどうしたらい
いかわからない」「村の人に恩返しがしたい」
と感じていました。会員にとっては、いかに
地域に貢献できるかが活動の動機になります。

活用次第では新たな価値創出の場にもなり得
ますし、大災害の際には情報のプラットフォー
ムになるはずです。
　「関係人口」は、担い手不足や地域づくり
の万能薬ではありません。言葉自体は2016年
ごろからと新しいですが、地域を見渡せば既
にどこかに「関係人口」がいるはずです。昔
から地域に存在してきたこの人たちを「関係
人口」として再定義することで、今後イギリ
スのフットパスや台湾の住民参加型グリーン
ツーリズムのような、都市と農村をつなぐ文化
としてさらに根付いてほしいと願っています。
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